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■茨木市次世代育成支援行動計画（第３期）推計児童数＜推計値と実績値との比較＞    別添１

（各年10月１日現在）
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
平成31年度

(2019)

推計値Ａ 2,515 2,488 2,427 2,389 2,355
実績値Ｂ 2,590 2,539 2,432 2,446 (未確定）
誤差率 -2.90% -2.01% -0.21% -2.33% -
推計値 2,551 2,534 2,496 2,436 2,398
実績値 2,645 2,656 2,599 2,501 (未確定）
誤差率 -3.55% -4.59% -3.96% -2.60% -
推計値 2,611 2,577 2,548 2,511 2,452
実績値 2,676 2,624 2,632 2,605 (未確定）
誤差率 -2.43% -1.79% -3.19% -3.61% -
推計値 2,758 2,666 2,623 2,594 2,557
実績値 2,708 2,667 2,615 2,648 (未確定）
誤差率 1.85% -0.04% 0.31% -2.04% -
推計値 2,853 2,745 2,642 2,598 2,570
実績値 2,795 2,707 2,668 2,608 (未確定）
誤差率 2.08% 1.40% -0.97% -0.38% -
推計値 2,928 2,890 2,843 2,634 2,590
実績値 2,814 2,787 2,724 2,671 (未確定）
誤差率 4.05% 3.70% 4.37% -1.39% -
推計値 2,942 2,977 2,952 2,925 2,668
実績値 2,777 2,785 2,808 2,709 (未確定）
誤差率 5.94% 6.89% 5.13% 7.97% -
推計値 2,926 2,893 2,945 2,890 2,904
実績値 2,838 2,781 2,781 2,812 (未確定）
誤差率 3.10% 4.03% 5.90% 2.77% -
推計値 2,793 2,919 2,890 2,939 2,863
実績値 2,797 2,833 2,789 2,781 (未確定）
誤差率 -0.14% 3.04% 3.62% 5.68% -
推計値 2,736 2,790 2,916 2,885 2,943
実績値 2,704 2,816 2,825 2,798 (未確定）
誤差率 1.18% -0.92% 3.22% 3.11% -
推計値 2,706 2,733 2,788 2,895 2,881
実績値 2,709 2,701 2,830 2,839 (未確定）
誤差率 -0.11% 1.18% -1.48% 1.97% -

推計値 2,811 2,627 2,639 2,703 2,801

実績値 2,921 2,712 2,712 2,819 (未確定）

誤差率 -3.77% -3.13% -2.69% -4.11% -

推計値 33,130 32,839 32,709 32,399 31,982

実績値 32,974 32,608 32,415 32,237 (未確定）

誤差率 0.47% 0.71% 0.91% 0.50% -

※誤差率＝(推計値－実績値)÷実績値、プラスは過大推計、マイナスは過小推計

【推計値と修正値及び実績値の評価】
国が示している「中間年の見直しのための考え方（作業の手引き）」において、平成27か
ら29年度の推計値と実績値が10％以上の乖離があれば見直すこととなっておりましたが、
10％以上の乖離がないことから平成30年度及び令和元年度の推計児童数の見直しは行って
おりませんので問題はないと考えております。
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■推計値と実績値の誤差率が発生の考えられる要因 

【参考】女性子ども比の比較
H27 H28 H29

推計 ０歳児 2,515 2,488 2,427
15～49歳女性人口 65,221 65,448 64,981
女性子ども比 0.0386 0.0380 0.0373

実績 ０歳児 2,590 2,539 2,432
15～49歳女性人口 63,985 64,265 63,961
女性子ども比 0.0405 0.0395 0.0380

・０歳児 

 出生率の仮定値が低かったため過小推計となっている（「【参考】女性子ども比」

参照。出生率が高まった要因は、マンション等の開発による流入人口増（特にファミ

リー層）に伴う出産適齢女性の増加などが考えられる。 

・１～３歳 

 ０歳児の推計値（過小）の影響により１・２歳児も過小推計となっている。 

・４歳以上 

 出生率よりも転出入による影響を受け、特に５～７歳は転出による市外流出の影響

があるものと考えられる。 


